







の中で、ヨーロッパ農業法学会 Comité Européen de Droit Rural （CEDR）はその機
関誌の60周年記念号において、ヨーロッパ諸国の農地取引規制を特集テーマとした
（CEDR Journal of Rural Law,“Purchasing and renting agricultural land: Legal 
framework and practical problems”vol.3, 2017 21カ国が論文を寄稿している。訳者も
日本の状況を分析する論文を寄稿した。）。
　また2017年 9 月にフランス Lille で開催された CEDR の年次大会でも、この問題が
テーマの一つとされた。その折に訳者は、ドイツ連邦食料農業省農産物市場部部長、




書 物“Ein Jahrhundert landwirtschaftliches Grundstückverkehrsrechts in 
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（ 1 ）　ド イ ツ の 土 地 用 益 賃 貸 借 の 史 的 概 観 に つ い て は、Busse, Beziehungen zwischen 
















































Gerichte, in: Csák （Hrsg.）, Current challenges of the European legislation on agricultural 
land, Miskolc 2010, 51頁以下を参照。
（ 2 ）　介入の意図につき詳細は、Kramer, Die Verfassungsmäßigkeit des § 9  Abs. 1  Nr. 1 ─
3  GrdStVG, Diss. Göttingen 1969, 10頁以下を参照。
（ 3 ）　Riecke/Manteuffel, Der ländliche Grundstücksverkehr, 1. Aufl. 1937, 2  頁以下 f 参照。
（ 4 ）　Reichsgesetzblatt 1918, 123頁































































同時に第 1 条は、許可義務を 2 ヘクタール超の農地に拡大したので、多くの農地









（ 6 ）　Sächsisches Gesetzblatt（ザクセン法令集）1920、464頁
（ 7 ）　Michaëlis, Das sächsische Bodensperrgesetz, Diss. Berlin 1938, 27頁以下、また本文の
以下の記述も参照。
（ 8 ）　Reichsgesetzblatt 1937, Teil I, 32頁
230　　早法 94 巻 2 号（2019）
襲農場に属する土地は、世襲農場の統一性を確保するために、基本的に売却され
えなかった。




























ては下限が 5 ha に引き上げられ、他のプロイセンの地域および他のドイツの地





（ 9 ）　Riecke/Manteuffel （注 3 ）, 10頁。
（10）　これに関する一般的記述として、ライヒ食糧団出版会からでた、Kommentierung von 
Riecke/ Manteuffel （注 3 ） を 参 照。 こ れ は1938年 に 第 二 版 が で て い る。Riecke と
Manteuffel は両名ともライヒ食糧農業省に勤務していた。したがって彼らのコンメンター
ルは公定的性格を持つものである。
（11）　Reichsgesetzblatt 1937, Teil I, 38頁







































（13）　Riecke/Manteuffel （注 3 ）, 162 頁以下所載
（14）　Reichsgesetzblatt 1942, Teil I, 481頁
（15）　Reichsgesetzblatt 1943, Teil I, 144頁
（16）　Amtsblatt des Kontrollrates in Deutschland 1947, 256頁


















る法律 （農林地取引法 Grundstückverkehrsgesetz ─ 以下 GrdstVG と略記） が、1962年
















（17）　Amtsblatt der Militärregierung Deutschland ─ Britisches Kontrollgebiet, Nr. 18/1947, 
500頁
（18）　Baur, Der Verkehr mit land─ und forstwirtschaftlichen Grundstücken, 1949, およびそ
の 後 に 展 開 さ れ た 制 約 規 制 を 対 象 と す る、Haegele, Die Beschränkungen im Grund-
stücksverkehr, 1950（1956に増補版がでている）を参照。この両著作は、ラント法上の多く
の補完規定についても記述している。
（19）　Bundesgesetzblatt 1961, Teil I, 1091頁





　こうして GrdstVG 第 9 条 1 項 1 号は、「土地の不健全な分割」を最優先の不許
可事由として規範化した。第 9 条 2 項は、この極めて不確定的な基準を、「譲渡
が農業構造の改善措置」と矛盾することになる場合、と説明している。第 9 条 1
項 2 号の「空間的あるいは経済的に連関している地片」の「非経済的な縮小また
は分割」という第三の不許可事由は、第 9 条 3 項において詳細に規定された。す
なわち「自立農業経営」が「その生活能力を失う」か、農地の面積が 1 ha 未満
となる場合である。さらに農地整備措置が、関係する地片の譲渡により阻害され
ることが、回避されねばならない。
　第 9 条 6 項は不許可の決定に際して、追加的に「一般的な国民経済上の利益












　法律45号第 4 条に適用下限面積規制が存在しなかったように、GrdstVG も全









（21）　両法律が密接な関係に立つことは、Ehrenforth, Reichssiedlungsgesetz und Grund-
stückverkehrsgesetz, 1965, が両法律を一体的に説明していることにも現れている。
（22）　その概観を与えるものとして、Booth, Grundstückverkehrsrecht, S. 256, : Dombert/
Witt （Hrsg.）, Münchener Anwalts─Handbuch Agrarrecht, 2. Aufl. 2016, 所収 、250頁以下
参照。























（23）　アファベット順に、Lange, Grundstückverkehrsgesetz ─ Kommentar, 1. Aufl. 1962 und 
2. Aufl. 1964; Netz, Grundstückverkehrsgesetz ─ Praxiskommentar, 1. Aufl. 2002 und 7. 
Aufl. 2015; Pikalo/Bendel, Kommentar zum Grundstückverkehrsgesetz, 1963; Schramm/
Hahn, Grundstückverkehrsrecht, 2014; Treutlein/Crusius, Kommentar zum Grund-
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Kommentar, 1963. さらに GrdStVG は、民法のコンメンタール Staudinger─Großkommen-
tar zum BGB のなかで、Jeinsen によって注釈されている。また実務に関して参考になるの
は Steffen, Fundstellen zum Grundstückverkehrsgesetz, 1. Aufl. 1987 und 2. Aufl. 1994. 
（24）　特に Tayama, Das Bodenrecht in den japanischen Dörfern und Städten, 1995, そこでの
概観 183頁以下参照。田山教授の研究プロジェクトと出版物については Tayama （Hrsg.）, 
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また Winkler, Das Grundstückverkehrsrecht im westlichen Europa も参照。
（25）　例えば Hille, Bericht zu der deutsch─chinesischen Tagung „Eigentum in Deutschland 
und China in rechtsvergleichender Perspektive“ von 2008, H─Soz─Kult v. 26.11.2008; 参照。
農 業 用 益 賃 貸 借 に 関 し て は、Thewes, Die Rechtsbeziehungen des Landwirts zum 
bewirtschafteten Grundstück ─ Gestaltungsmöglichkeiten und Planungsrisiken am Beispiel 
des Landpachtvertrages, in: Jahrbuch des Deutsch─Chinesischen Instituts für 
Rechtswissenschaft der Universitäten Göttingen und Nanjing 14 （2017）, 206頁以下 （中国
語）, それと並んで Fang/Martinez （Hrsg.）, Landwirtschaft in einer modernen Gesellschaft ─ 



























（26）　BVerfG, Beschl. v. 12.1.1967, Az. 1  BvR 169/63, BVerfGE 21, 73頁以下 ; 次の判決によ
り支持された。Beschl. v. 11.4.1967, Az. 1  BvR 728/65, BVerfGE 21, 306 頁以下。連邦憲法
裁判所は1967年に、全部で 7 つの判決を下した。
（27）　Kramer （注 2 ）, 55頁以下
（28）　判決の展開についての詳細は、Booth （注22）, 270頁以下 ; 近年の判例に照らした個別の
不許可事由の解釈に関する詳細についても、同265頁以下参照。2014年時点での包括的概観
を 与 え る も の と し て、Stresemann, Das Grundstückverkehrsgesetz im Spiegel der 
Rechtsprechung des Bundesgerichtshofs, AUR 2014,415頁以下。経営能力ある経営の法的性
格を多様な農業関連領域で扱うものとして、Martinez 編の学会資料集、Der Schutz des 
leistungsfähigen landwirtschaftlichen Betriebes, 2013. 経営能力が厳密に何を意味するかに
ついては、より詳細な記述が必要である。これに関して Booth, aaO, 271頁以下 は、判決に
より部分的に相異なる基準が示されていることを指摘しており、経済的利潤は一つの要素に
過ぎないことを明らかにしている。





























（29）　2003年 9 月23日欧州司法裁判所判決 , Rs. C─452/01 （Ospelt）, ECLI:EU:C:2003:493. 欧州
司法裁判所が、1984年11月 6 日の判決 ECLI:EU:C:1984:335, により決定した事案 Rs. 182/83 
（Fearon）, においては、農地所有権者の収用関連で居住要件の問題が扱われた。さらに 1999
年 6 月 1 日に Rs. C─302/97 （Konle）について下した判決 ECLI:EU:C:1999:271では、オース
トリアチロル州の農林地取引法が、非オーストリア人のセカンドハウス取得を阻止するため





































（30）　2007年 1 月25日欧州司法裁判所判決, Rs. C─370/05 （Festersen）, ECLI:EU:C:2007:59.
（31）　法 務 官 Saugmandsgaard の2017年 5 月31日 の 終 結 意 見 , Rs. C─52/16 （SEGRO）, 
ECLI:EU:C:2017:410.





































































（32）　基本法第74条18号に関する議論の整理につき Jahrbuch des öffentlichen Rechts n.F., 
Bd. 1  （1951）, S. 536 以下参照。
（33）　Bundesgesetzblatt 2006, Teil I, S. 2034.















































　農林地取引法に関しては、連邦法の内容を変えずに受容した。ASVG 第 1 条





















（35）　Gesetzesblatt Baden─Württemberg 2009, S. 645.
（36）　2009年に提出されたドイツ連邦議会の学術部の鑑定意見「連邦制改革 I の効果―協働権
と 立 法 権 限」 „Auswirkungen der Föderalismusreform I ─ Mitwirkungsrechte und 








































2014年12月 2 日と2015年 7 月10日の Bohm の別の二つの鑑定意見も掲載されている。
（38）　Landtag von Sachsen─Anhalt, Stenographischer Bericht 6 /94 über die 94. Sitzung v. 
3.7.2015,  7815頁以下




　下限面積については第 2 条 1 号 b が 1 ha と定めている。農業の定義は、第 3
条 2 項が、EU 法にしたがって良好な農業・エコロジー上の状態が保たれている
土地だけを農地とする、ということを明確にすることなく、基本的にバーデン・
ヴュルデンベルクの法第 1 条 2 項 1 号の内容を引き継いだ。農林地取引に関する
部分に関して、その根幹において農林地取引法と同様の構造をもつニーダーザク
セン法は、一連の論争点を内包している。ここではその内 3 点に焦点を当てるこ





　さらに第 9 条 1 項 1 号 b は、全く新たな不許可基準を導入した。すなわち、取
得者が「土地市場における支配的な地位を占めている場合、あるいは取得によっ
てその地位を占める場合」であり、第 9 条 2 項 1 文は、この市場支配的地位を次
のように詳細に規定する。取得者が「少なくとも250ha 規模の集落の農地の25％
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バルな議論が、特に „land grabbing 土地強奪“ という標語の下で展開されてい
る。その意味するところは、途上国や中進国で外国の投資家が農地を買い集め、
（40）　Niedersächsischer Landtag （注 3 ）, 29頁。





































（42）　そ の 法 的 議 論 状 況 に 関 す る 最 近 の 概 観 と し て Lorenz, Land Grabbing als 
menschenrechtliche Herausforderung, Kritische Vierteljahresschrift für Gesetzgebung und 
Wissenschaft 2017, 172頁以下 を参照。
（43）　AEIAR, Bodenmarktpolitik, Regulierung und Instrumente, o.J. （2016） （ AEIAR のイ
ンターネットページで検索可能）. この研究成果に関する示唆的な概観を AEIAR 2017が 
„Exploitations agricoles: pourquoi réguler?“ という表題の下で公表した。
（44）　CEDR─Journal of Rural Law, Heft 1 /2017: 農地の売買と賃貸借：法の枠組みと実務上
の問題 （CEDR のインターネットサイトから取得可能）.









（45）　Martinez, CEDR─Kongress 2017 in Lille ─ Kommission III: Landesbericht Deutschland, 
13頁以下 （CEDR─Kongress 2017 in Lille のインターネットのサイトを通じて取得可能）.
